
【様式第１号】

（単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 16,788,457 固定負債 3,713,293

有形固定資産 12,872,864 地方債 3,492,009
事業用資産 7,416,844 長期未払金 27,370

土地 1,409,430 退職手当引当金 78,089
立木竹 1,341,449 損失補償等引当金 -                
建物 17,133,101 その他 115,825
建物減価償却累計額 -12,633,676 流動負債 604,085
工作物 694,590 1年内償還予定地方債 483,242
工作物減価償却累計額 -584,307 未払金 41,505
船舶 -                未払費用 -                
船舶減価償却累計額 -                前受金 -                
浮標等 -                前受収益 -                
浮標等減価償却累計額 -                賞与等引当金 63,008
航空機 -                預り金 16,330
航空機減価償却累計額 -                その他 -                
その他 -                
その他減価償却累計額 -                
建設仮勘定 56,256

インフラ資産 4,775,727
土地 156
建物 -                
建物減価償却累計額 -                
工作物 21,868,472
工作物減価償却累計額 -17,092,901
その他 -                負債合計 4,317,378
その他減価償却累計額 -                【純資産の部】
建設仮勘定 -                固定資産等形成分 17,600,943

物品 1,855,611 余剰分（不足分） -3,865,965
物品減価償却累計額 -1,175,318 他団体出資等分 -                

無形固定資産 33,880
ソフトウェア 33,880
その他 -                

投資その他の資産 3,881,714
投資及び出資金 860,824

有価証券 10,715
出資金 47,539
その他 802,570

投資損失引当金 -                
長期延滞債権 19,552
長期貸付金 -                
基金 3,003,076

減債基金 554,983
その他 2,448,093

その他 -                
徴収不能引当金 -1,738

流動資産 1,263,898
現金預金 291,887
未収金 136,101
短期貸付金 -                
基金 830,299

財政調整基金 830,299
減債基金 -                

棚卸資産 5,419
その他 242
徴収不能引当金 -50

純資産合計 13,734,977
資産合計 18,052,355 負債及び純資産合計 18,052,355

科目 科目

全体貸借対照表
(令和 5年 3月31日現在）



【様式第２号】

（単位：千円）
金額

【純経常行政コスト】
経常費用 5,499,547

業務費用 3,558,998
人件費 1,034,956

職員給与費 882,177
賞与等引当金繰入額 63,008
退職手当引当金繰入額 -                
その他 89,770

物件費等 2,472,639
物件費 1,405,266
維持補修費 96,994
減価償却費 970,379
その他 -                

その他の業務費用 51,403
支払利息 14,204
徴収不能引当金繰入額 1,738
その他 35,461

移転費用 1,940,549
補助金等 846,763
社会保障給付 1,092,055
他会計への繰出金 -                
その他 1,731

経常収益 807,223
使用料及び手数料 652,354
その他 154,869

純経常行政コスト 4,692,324
【純行政コスト】

臨時損失 673
災害復旧事業費 -                
資産除売却損 673
投資損失引当金繰入額 -                
損失補償等引当金繰入額 -                
その他 -                

臨時利益 4,966
資産売却益 4,966
その他 -                

純行政コスト 4,688,031

科目

全体行政コスト計算書
自令和 4年 4月 1日
至令和 5年 3月31日



【様式第３号】

（単位：千円）

固定資産 余剰分
等形成分 （不足分)

前年度末純資産残高 13,902,546 18,078,654 -4,176,108 -                
純行政コスト（△） -4,688,031 -4,688,031 -                
財源 4,598,289 4,598,289 -                

税収等 3,461,289 3,461,289 -                
国県等補助金 1,137,000 1,137,000 -                

本年度差額 -89,741 -89,741 -                
固定資産等の変動（内部変動） -418,297 418,297

有形固定資産等の増加 282,523 -282,523
有形固定資産等の減少 -979,911 979,911
貸付金・基金等の増加 418,101 -418,101
貸付金・基金等の減少 -139,010 139,010

資産評価差額 -                  -                
無償所管換等 -59,414 -59,414
他団体出資等分の増加 -                  -                
他団体出資等分の減少 -                  -                
その他 -18,413 -                -18,413
本年度純資産変動額 -167,568 -477,711 310,143 -                

本年度末純資産残高 13,734,977 17,600,943 -3,865,965 -                

全体純資産変動計算書
自令和 4年 4月 1日
至令和 5年 3月31日

科目 合計
他団体出資等分



【様式第4号】

（単位：千円）
金額

【業務活動収支】
業務支出 4,581,535

業務費用支出 2,641,011
人件費支出 1,016,302
物件費等支出 1,524,811
支払利息支出 14,204
その他の支出 85,694

移転費用支出 1,940,524
補助金等支出 846,763
社会保障給付支出 1,092,055
他会計への繰出支出 -                
その他の支出 1,706

業務収入 4,983,348
税収等収入 3,459,299
国県等補助金収入 801,289
使用料及び手数料収入 550,316
その他の収入 172,444

臨時支出 6,100
災害復旧事業費支出 -                
その他の支出 6,100

臨時収入 288,040
国県等補助金収入 281,940
その他の収入 6,100

業務活動収支合計 683,753
【投資活動収支】

投資活動支出 687,323
公共施設等整備費支出 272,992
基金積立金支出 141,922
投資及び出資金支出 249,908
貸付金支出 22,500
その他の支出 -                

投資活動収入 237,527
国県等補助金収入 93,546
基金取崩収入 116,510
貸付金元金回収収入 22,500
資産売却収入 4,970
その他の収入 -                

投資活動収支合計 -449,796
【財務活動収支】

財務活動支出 462,150
地方債償還支出 462,150
その他の支出 -                

財務活動収入 308,180
地方債発行収入 308,180
その他の収入 -                

財務活動収支合計 -153,970
本年度資金収支額 79,987
前年度末資金残高 187,822
本年度末資金残高 267,808

前年度末歳計外現金残高 10,041
本年度歳計外現金増減額 14,038
本年度末歳計外現金残高 24,079
本年度末現金預金残高 291,887

科目

全体資金収支計算書
自令和 4年 4月 1日
至令和 5年 3月31日



附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高
本年度末

減価償却累計額
本年度末償却額 差引本年度末残高

（Ｄ） （Ｇ）
＝（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） ＝（D）－（E）

事業用資産 20,634,888 103,254 103,315 20,634,827 13,217,983 368,432 7,416,844

土地 1,409,434 4 1,409,430 1,409,430

立木竹 1,400,864 31,677 91,091 1,341,449 1,341,449

建物 17,122,309 23,012 12,219 17,133,101 12,633,676 357,825 4,499,426

工作物 694,590 694,590 584,307 10,607 110,283

船舶

浮標等

航空機

その他

建設仮勘定 7,691 48,565 56,256 56,256

インフラ資産 21,784,214 93,269 8,855 21,868,628 17,092,901 425,419 4,775,727

土地 156 156 156

建物

工作物 21,775,203 93,269 21,868,472 17,092,901 425,419 4,775,571

その他

建設仮勘定 8,855 8,855

物品 1,814,563 89,115 48,067 1,855,611 1,175,318 173,757 680,292

合計 44,233,665 285,638 160,237 44,359,066 31,486,202 967,608 12,872,864

区分
（Ｆ）（Ｅ）（Ｃ）（Ｂ）（Ａ）



②有形固定資産の行政目的別明細 省略 （単位：千円）

区分 生活インフラ・国土保全 教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 0 0 0 0 0 0 0 0

土地 0

立木竹 0

建物 0

工作物 0

船舶 0

浮標等 0

航空機 0

その他 0

建設仮勘定 0

インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0 0

土地 0

建物 0

工作物 0

その他 0

建設仮勘定 0

物品 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：千円）

株数・口数など 時価単価 貸借対照表計上額 取得単価 取得原価 評価差額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）＝（Ａ）×（B) （Ｄ） （E)＝（A)×（E) （Ｆ)＝（Ｃ)－（E)

(株)ほくほくファイナンシャルグループ 1,146 716 625 716 716

合計 1,146 716 716 716

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：千円）

出資金額 投資損失引当金

（貸借対照表計上額） 計上額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （D)＝（Ｂ）－（Ｃ） （E) （Ｆ）＝（Ａ）／（Ｅ） （Ｇ）＝（Ｄ）×（Ｆ） （H)

(株)月形町振興公社 10,000 10,000

南空知ふるさと市町村圏組合 36,624 36,624

合計 46,624 46,624

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：千円）

出資金額 資産 負債 純資産額 資本金 出資割合（％） 実質価額 強制評価減 貸借対照表計上額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （D)＝（Ｂ）－（Ｃ） （E) （Ｆ）＝（Ａ）／（Ｅ） （Ｇ）＝（Ｄ）×（Ｆ） （H) （Ｉ）＝（Ａ）－（Ｈ）

北海道農業信用基金協会 1,000 1,000

北海道私学振興基金協会 75 75

そらち森林組合 1,772 1,772

北海道市町村職員福祉協会 750 750

北海道社会福祉施設運営財団 130 130

地方公営企業等金融機構 400 400

北海道信用保証協会 40 40

北海道勤労者信用基金協会 200 200

北海道学校保健会 188 188

北海道健康づくり財団 3,360 3,360

北の生活文化基金 100 100

北海道地域総合振興機構 200 200

北海道暴力追放センター 500 500

北海道交響楽団 200 200

北海道農業公社 2,000 2,000

計 10,915

北海道備荒資金組合 802,570 802,570

合計 813,485 813,485

（参考）財産に関する
調書記載額

出資割合（％） 実質価額

相手先名

銘柄名
（参考）財産に関する

調書記載額

相手先名
（参考）財産に関する

調書記載額

資産 負債 純資産額 資本金



④基金の明細 （単位：千円）

合計

（貸借対照表計上額）

財政調整基金 729,452 729,452 729,452

減債基金 554,983 554,983 554,983

公有財産整備基金 1,192,708 1,192,708 1,192,708

ふるさと活性化基金 96,501 96,501 96,501

ふるさと納税基金 362,627 362,627 362,627

青少年健全育成基金 18,560 18,560 18,560

地域福祉基金 149,378 149,378 149,378

酪農振興資金貸付基金 5,636 5,636 5,636

新規就農者経営開始資金貸付基金 25,450 25,450 25,450

札沼線代替輸送事業等基金 551,017 551,017 551,017

森林環境譲与税基金 7,636 7,636 7,636

国民健康保険事業特別会計財政調整基金 100,847 100,847 100,847

介護給付費準備基金 38,580 38,580 38,580

合計 3,833,375 3,833,375 3,833,375

（参考）財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他



⑤貸付金の明細 （単位：千円）

 徴収不能引当金  徴収不能引当金

計上額 計上額

該当なし

合計

（参考）貸付金計

長期貸付金

貸借対照表計上額
相手先名または種別

短期貸付金

貸借対照表計上額



⑦未収金の明細 （単位：千円）

 徴収不能引当金

計上額

町民税 994

固定資産税 748

軽自動車税 113

住宅使用料

徴税手数料 26

学校給食費 613

国民健康保険税 2,118

督促手数料 17

下水道使用料 30

介護保険料 278

後期高齢者医療保険料 -83

入院収益等 131,246

合計 136,101 -50

相手先名または種別

未収金

貸借対照表計上額



⑥長期延滞債権の明細 （単位：千円）

 徴収不能引当金

計上額

町民税 3,839

固定資産税 4,092

軽自動車税 234

国民健康保険税 10,069

下水道使用料 17

介護保険料 1,253

後期高齢者医療保険料 47

合計 19,552 -1,738

相手先名または種別

長期延滞債権

貸借対照表計上額



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：千円）

その他の

うち１年内償還予定 金融機関 うち共同発行債 うち住民公募債

通常分 2,489,130 274,388 2,451,070 38,060 0 0 0 0 0 0

　　一般公共事業 1,360 191 1,360 0

　　公営住宅建設 138,729 39,370 138,729 0

　　災害復旧 0 0 0 0

　　教育・福祉施設 80,073 9,072 80,073 0

　　一般単独事業 38,060 8,743 0 38,060 0

　　その他 2,230,908 217,012 2,230,908 0

特別分 1,141,743 128,878 1,064,656 77,087 0 0 0 0 0 0

　　臨時財政対策債 1,139,974 128,116 1,062,887 77,087 0

　　減税補てん債 1,769 762 1,769 0

　　退職手当債 0

　　その他 0

公営事業会計分 344,377 80,248 214,701 67,866 61,810 0 0 0 0 0

合計 3,975,250 483,514 3,730,427 183,013 61,810 0 0 0 0 0

下水道事業 204,812 33,413 75,136 67,866 61,810 0

病院事業 139,565 46,835 139,565 0

その他市場公募債
財政融資資金・旧郵

政公社資金
種類 地方債残高

地方公共団体
金融機構

市中銀行



②　地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

1.5%超 2.0%超 2.5%超 3.0%超 3.5%超

2.0%以下 2.5%以下 3.0%以下 3.5%以下 4.0%以下

3,975,250 3,758,638 94,113 87,886 1,605 1,615 27,343 4,050

一般会計 3,555,498 65,026 10,349 0 0 0 0

下水道事業 94,968 29,087 77,537 1,605 1,615 0 0

病院事業 108,172 0 0 0 0 27,343 4,050

地方債残高 1.5%以下 4.0%超
（参考）

加重平均
利率



③　地方債（返済期間別）の明細 （単位：円）

１年超 ２年超 ３年超 ４年超 ５年超 １０年超 １５年超

２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内 １０年以内 １５年以内 ２０年以内

3,975,250 483,514 502,894 478,729 466,821 390,237 1,348,899 262,056 42,099 0

一般会計 403,266 449,545 431,080 428,548 357,836 1,275,684 243,356 41,558 0

下水道事業 33,413 31,536 29,535 25,105 21,265 48,719 15,239 0

病院事業 46,836 21,813 18,114 13,168 11,136 24,496 3,461 541

下水道事業 病院事業

令和5年度 1 33,412,696 (33,412,696) 1 46,835,716 (46,835,716)

令和6年度 2 31,536,141 1,876,555 2 21,812,555 25,023,161

令和7年度 3 29,535,384 2,000,757 3 18,114,469 3,698,086

令和8年度 4 25,105,348 4,430,036 4 13,168,422 4,946,047

令和9年度 5 21,265,361 3,839,987 5 11,135,692 2,032,730

令和10年度 6 15,381,959 5,883,402 6 6,764,092 4,371,600

令和11年度 7 9,422,122 5,959,837 7 5,685,964 1,078,128

令和12年度 8 7,885,736 1,536,386 8 4,852,298 833,666

令和13年度 9 8,000,656 (114,920) 9 3,596,738 1,255,560

令和14年度 10 8,028,078 (27,422) 10 3,596,738 0

令和15年度 11 5,923,060 2,105,018 11 1,163,408 2,433,330

令和16年度 12 5,385,542 537,518 12 674,514 488,894

令和17年度 13 2,628,813 2,756,729 13 541,176 133,338

令和18年度 14 699,801 1,929,012 14 541,176 0

令和19年度 15 601,009 98,792 15 541,176 0

令和20年度 16 0 601,009 16 541,176 0

令和21年度 17 0 0 17 0 541,176

令和22年度 18 0 0 18 0 0

令和23年度 19 0 0 19 0 0

令和24年度 20 0 0 20 0 0

地方債残高 １年以下 ２０年超



④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：千円）

特定の契約条項が
付された地方債残高

0

契約条項の概要

該当なし



⑤引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

退職手当引当金 102,915 24,826 78,089

賞与引当金 54,403 63,008 54,403 63,008

投資損失引当金

徴収不能引当金（固定） 2,400 1,738 2,310 90 1,738

徴収不能引当金（流動） 50 50 50 50

合計 56,853 64,796 56,713 140 64,796

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金

要求払預金 267,808

合計 267,808



1 
 

全体財務書類における注記 

 

１． 重要な会計方針 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの 

備忘価格１円で記載 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路等の敷地については、備忘価額１円と

しています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･・・・・・・・・・・再調達原価 

 

（２） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･････････定額法 

② 無形固定資産・・・・・・・・定額法 

（ソフトウエアについては、当町における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 

 

（３） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去 3 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去 3 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（４） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（５） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

物品の計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産とし

て計上しています。 
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２． 重要な会計方針の変更等 

該当事項はありません。 

 

３． 重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

４． 偶発債務 

該当事項はありません。 

 

５． 追加情報 

（１） 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 全体財務書類の対象範囲は一般会計及び次のとおりです。 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険特別会計 公営事業会計 全部連結 － 

農業集落排水事業特別会計 公営事業会計 全部連結 － 

介護保険特別会計 公営事業会計 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 公営事業会計 全部連結 － 

病院事業会計 公営事業会計 全部連結 － 

 

② 地方自治法第 235 条の 5 に基づく出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 


